
成年扶養控除の見直し

【国税（平成24年分以後の所得税について適用）】
居住者が次に掲げる成年扶養親族（扶養親族のうち、年齢23歳以上70歳未満の者をいいます。以下同じで
す。）を有する場合には、その居住者のその年分の総所得金額等からその成年扶養親族１人につき、38万円
を控除することとします。
イ 特定成年扶養親族
ロ 特定成年扶養親族以外の成年扶養親族（その年の合計所得金額が400万円以下である居住者の成年扶

養親族に限ります。）

【地方税（平成25年度分以後の個人住民税について適用）】

所得割の納税義務者が次に掲げる成年扶養親族を有する場合には、その所得割の納税義務者の前年分の
総所得金額等からその成年扶養親族１人につき、33万円を控除することとします。

イ 特定成年扶養親族
ロ 特定成年扶養親族以外の成年扶養親族（前年の合計所得金額が400万円以下である所得割の納税義

務者の成年扶養親族に限ります。）

（注）「特定成年扶養親族」とは、成年扶養親族のうち、次に掲げる者をいいます。
１ 年齢65歳以上70歳未満の者
２ 心身の障害等の事情を抱える次に掲げる者
① 障害者（障害者控除制度の対象者）
② 介護保険法の要介護認定又は要支援認定（以下「要介護認定等」といいます。）を受けている者
③ 居住者と生計を一にする配偶者その他の親族のうち要介護認定等を受けている者と同居を常況としている者又はこれ

に準ずると認められる者
④ 心身の状態により就労が困難と認められる次に掲げる者
イ 難病や精神疾患等に係る公費負担医療制度等に基づく医療に関する給付の対象者
ロ 障害者自立支援法の介護給付費等の対象者
ハ その年中に病院等において高額な療養を受けた者（高額療養費制度の対象者等）
ニ その年中に入院又は通院等をした者（その年又はその年の前年の療養期間の合計が90日以上となる者に限ります。）
３ 勤労学生控除の対象となる学校等の学生、生徒等



譲渡所得に係る特別控除の特例の障害者通所サービス等への範囲の拡充
（所得税、法人税、個人住民税）

障害者自立支援法に基づくサービス事業用地として土地の譲渡を行う際に、第２種社会福祉事業である保
育所や老人デイサービスセンターについては、簡易な証明により譲渡所得に関する特別控除の適用が受けら
れるが、同じく第2種社会福祉事業でありながら、適用外となっていた障害者の通所サービスやグループ
ホーム等についても同様の措置を講ずる。

内容

現行
障害者自立支援法に基づくサービス用地のための
土地の譲渡

収用証明書がなくても
譲渡所得の特別控除
が適用できる

収用証明書がなければ
譲渡所得の特別控除
が適用できない

要望実現後

障害者自立支援法に基づくサービス用地のための
土地の譲渡

収用証明書がなくても譲渡所得の特別控除
が適用できる

○ 第２種社会福祉事業用地の確保が容易となる。
→ サービス基盤の整備促進が図られる。

○ 第２種社会福祉事業である保育所や老人デイ
サービスセンターとの均衡が図られる。

第１種社会福祉事業
入所サービス

第２種社会福祉事業
保育所や老人デイサ
ービスセンター等

第２種社会福祉事業
通所サービスやグル
ープホーム等

第１種社会福祉事業
入所サービス

第２種社会福祉事業
保育所や老人デイサ
ービスセンター等

第２種社会福祉事業
通所サービスやグル
ープホーム等



控除廃止の影響に係るＰＴ報告書
（概要版）

控除廃止の影響に係るＰＴ



扶養控除見直しによって影響が生じるケース

【平成２２年度税制改正における扶養控除見直しの内容】

① 年少扶養控除の廃止

② 16～18歳の特定扶養控除の上乗せ分廃止（16～18歳の扶養親族については、特定扶養控除から
一般扶養控除の対象へ移行）

【Ⅰ】税額等に応じて、料金等を設定している場合（３３制度）

＜保育所の保育料の場合＞

（所得税額） （保育料）

～40,000円の場合 30,000円

40,000円～103,000円の場合 44,500円 等

※非課税を料金の決定要件と
している場合も含む

【Ⅱ】税法上の特定扶養親族等を有する者を優遇している場合（８制度）

※制度の数は平成22年１月現在の各省からの聞き取り調査に平成22年4月から実施された高等学校等就学支援金制度を加えたもの

＜公営住宅の入居等に用いる基準収入の場合＞

給与所得者の夫・控除対象配偶者・18歳の特定扶養親族の例

（給与所得－配偶者：38万円－特定扶養親族：58万円）/12

※一般扶養親族の場合、差し引く金額は38万円

（対応を講じない場合）

扶養控除の見直しにより、所得税額が

3万円から4.9万円になった場合、

保育料は3万円から4.45万円に上昇

（対応を講じない場合）

18歳の子が一般扶養親族に移行し

た場合、基準収入が上昇し、家賃が

上昇するケースも生じうる



扶養控除見直しの影響への対応案（想定される選択肢のイメージ）

税額等を活用しない方式（第１方式）

（例）住民税額を活用 収入・所得金額を活用
（一定の調整を加えることもありうる）

モデル世帯方式（第３方式）

「モデル世帯：夫婦子二人 → 扶養控除見直しにより、住民税が６．６万円増」

（例）住民税額5万円以下の者：利用料1万円 住民税額11.6万円以下の者：利用料1万円

簡便な調整方式（第２方式）

（例）住民税額を活用
新基準額＝住民税額－調整額（例：子の数×3.3万円）等を活用

特定扶養親族の定義見直しに合わせて優遇対象の定義を変更

＜定義変更前＞特定扶養親族を有する場合には料金等を優遇
＜定義変更後＞特定扶養親族（19～22歳）及び16～18歳の扶養親族を

有する場合には料金等を優遇

あらゆる諸控除見直しの影響を受けないという観点
からは、将来的には望ましい方式

扶養控除の見直しによる影響をできるだけ遮断する
という観点からは望ましい方式

真にやむを得ない事情がある場合に限って採用する
ことができる方式



留意事項

○ 第１方式～第３方式による対応が困難又は不合理である場合には、激変緩和措置等により対応

することも考えられる。

○ 今後、社会保障・税に関わる番号制度が導入された場合には、当該制度の内容や活用方法を踏

まえ、さらなる抜本的な見直しを検討。

○ 前ページのいずれの方式を採用する場合であっても、国・都道府県・市町村の事業担当部局等

の円滑な事務執行を支援するため、本人の同意等を前提に、市町村の税務部局が保有する扶養親

族に関する情報を活用するなどこれらの部局間の連携が必要。

○ 高校の実質無償化及び特定扶養控除の見直しに伴い現行よりも負担増となる家計への「適切な

対応」については、文部科学省の教育費負担の軽減や進学支援などの施策を積極的に活用するほ

か、「子ども・若者ビジョン」（平成22年7月23日 子ども・若者育成支援推進本部決定）におい

て示された若者の育成支援など関係府省の施策の活用も含め、関係府省が連携して幅広く検討。

○ 上記の選択肢を基本としつつ、控除廃止の影響を受ける制度の所管府省において、最も適切な

対応策を検討。現時点における各制度の対応の方向性は次ページのとおり。



（参考資料）扶養控除見直しによって影響が生じる制度及び対応の方向性

＜税額等に応じて料金等を設定している制度＞

＜税法上の特定扶養親族等を有する者を優遇している制度＞

①税額等を活用しない方式 ②簡便な調整方式 ③モデル世帯方式 ④その他

※関連制度は各府省への照会等（平成２２年１月）に基づき総務省でとりまとめた後、平成22年4月から開始の高等学校等就学支援金を加えたもの。
※国民の負担に直接影響があるもの。さらに、住民税額等を活用している地方団体独自の制度もある。

所得税 住民税
現時点における
対応の方向性

○ ①

○ ②

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ○ ②

○ ○ ②

○ ①・②

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ○ ②（③）

○ ○ ②（③）

○ ○ ②（③）

○ ②（③）

○ ○ ②（③）

○ ○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

助産の実施における自己負担

小児慢性特定疾患児への日常生活用具給付における自己負担

小児慢性特定疾患に係る医療費の自己負担

未熟児への養育医療の自己負担

結核児童の療育費の自己負担

障害者自立支援制度における障害福祉サービス利用の自己負担

障害者自立支援制度における障害者自立支援医療の自己負担

障害者自立支援制度における補装具費の支給の自己負担

障害福祉サービス等の措置入所・利用における自己負担

精神障害者の措置入院費の自己負担

肝炎治療特別促進事業における自己負担

児童入所施設等の入所者の自己負担

　関　連　制　度

国民健康保険税

狩猟税

幼稚園就園奨励費補助

高等学校等就学支援金

自動車事故被害者等への生活資金の貸付け

自動車事故被害者等への生活及び学資資金の給付等

国民健康保険の保険料（介護保険２号被保険者の介護納付金を含む）

国民健康保険制度における医療費等の自己負担

後期高齢者医療制度における医療費等の自己負担

保育所の保育料

所得税 住民税
現時点における
対応の方向性

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ○ ②（③）

○ ○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

特定疾患治療研究事業における自己負担

難病患者等居宅生活支援事業における自己負担

ハンセン病療養所の非入所者に対する給与金の支給基準

原爆被爆者に対する家庭奉仕員派遣の利用要件

原爆被爆者が訪問介護を利用した場合の助成の利用要件

感染症の患者に対する措置入院の自己負担

養護老人ホームへの入所要件

養護老人ホームの扶養義務者負担

軽費老人ホーム（Ａ型・経過措置のみ）の自己負担

職業転換給付金の支給基準

中高年齢失業者等求職手帳の支給基準

　関　連　制　度

所得税 住民税
現時点における
対応の方向性

○ ②

○ ②

○ ②

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

○ ②（③）

国民年金保険料等の申請免除基準

20歳前障害に基づく障害基礎年金等の支給基準

公営住宅等制度(入居収入基準の算出)

公営住宅等制度（家賃の額の算出）

公営住宅等制度（家賃に係る補助額の算出）

児童扶養手当の支給基準

母子家庭自立支援給付金の支給基準

特別児童扶養手当等の支給基準

　関　連　制　度

【注】②（③）とあるのは、「②の方向で検討するが、詳細な検討の結果②で対応することが現実的に困難な場合は③で対応する」という趣旨。



扶養控除見直しによって影響が生じるケース（障害保健福祉部関係）

【Ⅰ】税額等に応じて、料金等を設定している場合（５制度）

＜障害福祉サービス利用の自己負担の場合＞

（市町村民税所得割額） （負担上限月額）

～16万円の場合 9,300円

16万円以上の場合 37,200円

（対応を講じない場合）

扶養控除の見直しにより、市町村民税所得割額が

15万円から17万円になった場合、

負担上限月額は9,300円から37,200円に上昇する。

【Ⅱ】税法上の特定扶養親族等を有する者を優遇している場合（１制度）

＜特別児童扶養手当等の支給基準の場合＞

給与所得者の夫・控除対象配偶者・18歳の特定扶養親族の例

4,596,000円＋38万円（配偶者）＋63万円（特定扶養親族）

※一般扶養親族の場合、加算額は38万円

（対応を講じない場合）

18歳の子が一般扶養親族に移行した場合、受

給資格者の所得が支給の制限を超えるケースも

生じうる。

関連制度 影響 所得税 住民税 現時点における対応の方向性

障害者自立支援制度における障害福祉サービス利用の自己負担 Ⅰ ○ ②（③）

障害者自立支援制度における障害者自立支援医療の自己負担 Ⅰ ○ ②（③）

障害者自立支援制度における補装具費の支給の自己負担 Ⅰ ○ ②（③）

障害福祉サービス等の措置入所・利用における自己負担 Ⅰ ○ ○ ②（③）

精神障害者の措置入院費の自己負担 Ⅰ ○ ②（③）

特別児童扶養手当等の支給基準 Ⅱ ○ ②（③）

①税額等を活用しない方式 ②簡便な調整方式 ③モデル世帯方式 ④その他
※②（③）とあるのは、｢②の方向で検討するが、詳細な検討の結果②で対応することが現実的に困難な場合は③で対応する」という趣旨。



12 日本放送協会（ＮＨＫ）の放送受信料免除における更新手続きについて 

 

現在、障害者に対する日本放送協会放送受信料の免除の取り扱いについては、「日

本放送協会放送受信料免除基準の一部変更及びこれに伴う証明事務への協力依頼に

ついて」（平成２０年８月２９日障発第０８２９００１号厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長通知）により周知を図ってきたところである。これに関連し、平成２

２年３月３１日に、総務省及び日本放送協会より「障害者放送受信料免除における免

除事由存否調査への御協力依頼について」（平成２２年３月３１日日本放送協会営業

局長)が当省に送付され、同日付で各自治体に情報提供したところであり、多くの自

治体におかれては、免除事由の証明事務及び存否調査等に御協力をいただいていると

ころである。また、今年度以降の免除事由の証明事務及び存否調査に関しては、日本

放送協会より各地方公共団体に対し、依頼が行われていると伺っており、各地方公共

団体における日本放送協会との協議について、取り計らい願いたい。 

なお、日本放送協会の放送受信料免除については、「日本放送協会放送受信料免除

基準」に基づき公的扶助受給者の方や市町村民税非課税の障害者の方等を対象に実施

しているところであるが、日本放送協会では適正な免除制度を運用するため、免除に

適用期間を定めることを検討しているとの情報提供があった。免除事由の証明事務及

び存否調査等が実施できない自治体等免除事由の証明先において、諸事情により定期

的な確認調査が実施できない場合及び確認調査に同意されない免除適用者について

は、この適用期間満了後も免除の継続を希望される方は、あらためて免除申請書と理

由の証明書等を日本放送協会に提出する更新手続きを導入することが検討されてお

り、このことについて、日本放送協会より厚生労働省に別添のとおり情報提供があっ

たため、各自治体に情報提供するものである。 

なお、日本放送協会において、この内容について、平成２３年１月２６日（水）～

２月８日（火）に意見募集を行ったところである。 















                      平成２３年１月２６日 

 
放送受信料免除における更新手続きについて 

 
１ 基本的な考え方 

  放送受信料の免除については、「日本放送協会放送受信料免除基準」に基づき

公的扶助受給者の方や市町村民税非課税の障害者の方等を対象に実施してお

り、平成２１年度末の適用件数は２５７万件となっています。 
  この免除の適用を希望される場合、免除を受けようとする理由等を記載した

申請書と理由の証明書等をＮＨＫに提出していただくとともに、免除の事由が

消滅したときは、遅滞なく、その旨をＮＨＫに届け出ていただくことが「日本

放送協会放送受信規約」において規定されています。 
  しかしながら、公的扶助の受給状況や市町村民税の課税状況の変更等で免除

事由が消滅した場合でも、ＮＨＫへの届け出を失念される方等がおり、全ての

方から遅滞なくお届けをいただくことが困難な状況にあります。 

  こうした状況のもと、ＮＨＫでは免除を適用されている方の免除事由の継続

について、免除事由の証明先に定期的に確認調査を実施していますが、本人が

調査に同意されない場合や証明先の事情等により、この確認調査を実施できな

い場合が一部あります。 

  確認調査が実施できない場合、本人からの届け出をいただくよう周知等を行

なっていますが、今後、より一層適正に免除制度を運用するため、免除に適用

期間を定めることとしたいと考えています。そのうえで、確認調査が実施でき

ない場合に限り、適用期間満了後に免除の継続を希望される方は、あらためて

免除申請書と理由の証明書等をＮＨＫに提出していただく更新手続きを導入

したいと考えています。 

   
２ 概 要 

 
(1) 実 施 内 容 （別紙参照） 

   ◆ 免除の適用を希望される場合、免除を受けようとする理由等を記載した

申請書と理由の証明書等をＮＨＫに提出していただくとともに、免除の

事由が消滅したときは遅滞なく、その旨をＮＨＫに提出していただくと

いう基本的な手続きの流れは変更ありません。 

 

◆ そのうえで、免除の適用については、免除の事由ごとに期間を定める

こととし、期間を満了した後も引き続き免除の適用を希望する場合は、

あらためて免除申請書と理由の証明書等をＮＨＫに提出していただく

更新手続きをお願いすることとします。 



 

 ＊免除の適用期間については、災害被災が免除適用の要件となっている

場合はこれまでどおり原則として２か月、課税状況等の収入状況が要

件となっている場合は１年、それ以外のものについては２年を考えて

います。 

 

◆ ただし、これまでと同様に免除事由の証明先に定期的に確認調査を実

施し、免除事由が継続していることが確認できた場合および社会福祉

施設または学校においてＮＨＫが免除事由の継続を確認できた場合は、

特に免除の更新手続きは必要なく、免除を継続します。 

 

◆ 一方、免除を受けている方が確認調査に同意いただけない場合や証明

先の事情等により、確認調査が実施できない場合は、更新手続きをお

願いすることとし、手続きをしていただければ、引き続き免除を適用

します。期限までに更新手続きをされない場合は免除の適用は終了し

ます。 

 

◆ 更新手続きにあたっては、更新期限の前に対象者の方にあらためて手

続きが必要である旨を通知するとともに、更新手続きを受け付ける更

新期間を十分に確保し、手続き漏れ等がないように留意します。 

 

 (2) 影 響 

 ①免除適用解除数の適正化 

更新手続きの導入により、年間約１.１万件の全額有料契約数の増加

を見込んでいます。これは、全額免除約７千件、半額免除約４千件の免

除適用解除数が適正化されることによるものです。 

 

②受信料収入 

免除適用解除数の適正化により、年間約８千万円の受信料収入の増加

を図ることが可能と考えています。 

 

③運用経費 

更新手続き対象者への事前通知に伴う郵送費等で年間約２千万円の

運用経費が必要となると見込んでいます。 

 

 (3) 実 施 時 期 

平成２３年度中に運用を開始する予定です。 



  

放送受信料免除における更新手続きの流れ 

免除適用期間 【収入状況が要件の場合：１年 ／ それ以外の場合：２年】  

 

 

 

 

 

免除継続 

（自動更新） 確認調査 
事由継続の場合 

事由未継続の場合
免除適用解消 

更新手続き 

手続きされた場合 

免除継続 確認調査を 

実施できない場合

・証明先で確認調査ができる場合 

・個人情報利用同意書が必要な証明先にお

いて免除適用者が同意書を提出した場合 

・社会福祉施設または学校においてＮＨＫが

確認できる場合 

更新手続きの案内（ハガキ等）

手続きされない場合

【更新期間を数ヶ月間設定】 

※適用期間内において免除事由が消滅した場合は、これまで通り、その時点で免除適用を終了します。 
※災害被災が免除の適用要件となっている場合は、更新手続きは必要ありません。

・証明先で確認調査ができない場合 

・個人情報利用同意書が必要な証明先におい

て免除適用者が同意書を提出しない場合 
免除適用解消 

確認調査を 

実施できる場合 
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